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１．はじめに

薬剤耐性菌の発現状況調査（家畜由来細菌の抗菌性

物質感受性調査）は、主要な抗菌性物質に対する耐性

菌の発現状況等の動向を把握し、家畜に使用する抗菌

性物質の人の健康と獣医療に対するリスク分析の基礎

資料を得ることを目的としたものである。平成18年度

の本調査は、食の安全・安心確保交付金実施要領（平

成17年４月１日付け16消安第10272号消費・安全局長通

知）に基づき実施された。

公衆衛生分野への影響に配慮した全国的な薬剤耐性

菌発現状況調査は、４菌種すなわち、食品媒介性病原

細菌としてサルモネラとカンピロバクターを、薬剤感

受性の指標細菌として腸球菌と大腸菌を対象に平成12

年度から本格的に開始された。本調査においては、各

都道府県が毎年1菌種を調査し、調査対象となる菌種は

地域に偏りがないようにローテーションが組まれ、４

年間で1調査クールが終了することになる。従って、平

成12～15年度に第１クールが終了し、平成18年度は第

２クールの３年目の調査となる。

今般、平成18年度に実施されたこれらの調査につい

て、各都道府県より提出された報告を取りまとめたの

で、その概要を紹介する。

なお、これまでの各年度調査結果は、動物医薬品検

査所ホームページ（http://www.nval.go.jp)に掲載され

ている。

２．材料及び方法

（1）調査検体数

第１クールと同様に検体は健康家畜の糞便とし、検

体数は都道府県ごとに各菌種とも４畜種（肥育牛、肥

育豚、採卵鶏及びブロイラー）×６畜産経営体以上×

１検体＝24検体以上を原則とし、1検体から都道府県ご

とに指定された菌種を２株まで分離することとした。

（2）試験方法

本調査は、対象菌種ごとに統一化、平準化された分

離培養法、菌種同定法及び薬剤感受性試験法により実

施した。同定は、形態学的及び生化学的性状検査によ

り行った。

分離菌株の供試薬剤に対する感受性の測定は、米国

臨床検査標準協会（Clinical and Laboratory Standards

Institute, CLSI（旧NCCLS））の提唱する寒天平板希釈

法に準拠した方法により実施し、最小発育阻止濃度

（MIC）を求めた。なお、耐性限界値（ブレークポイン

ト）は、CLSIが定めたものについてはその値とし、

CLSIで規定されていない薬剤については、原則として

平成13年度の値（二峰性を示すMIC分布の中間点）と

した。

３．調査成績

（1）サルモネラ

サルモネラは、供試された283検体中36検体（12.7％）

から64株（肥育牛由来０株、肥育豚由来９株、採卵鶏

由来８株及びブロイラー由来47株）が分離された。分

離菌株の血清型は、７種類認められ、そのうち
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表１　サルモネラの薬剤感受性試験（平成18年度）
Range MIC50 MIC90 ブレークポイント

耐性菌株数
耐性率

薬剤 (μg/ml) (μg/ml) (μg/ml) (μg/ml) (%)
ABPC 0.5->512 1 512 32* 8 12.5
CEZ 1->512 1 2 32* 2 3.1
CTF 0.5->512 1 1 8 2 3.1
DSM 2->512 64 256 32 53 82.8
GM <0.125-1 0.5 1
KM 1->512 2 >512 64* 25 39.1
APM 2-16 4 8
OTC 1-512 128 256 16 50 78.1
BCM 16->512 16 >512 64 18 28.1
CP 4-16 8 8 32* 0 0.0
CL 0.5-8 1 4
NA 2-256 4 8 32* 5 7.8
ERFX ≦0.125-0.25 ≦0.125 ≦0.125
SDMX >512 >512 >512
TMP ≦0.125->512 0.25 512 16* 25 39.1

（注）ABPC：アンピシリン、CEZ：セファゾリン、CTF：セフチオフル、
DSM：ジヒドロストレプトマイシン、GM：ゲンタマイシン、KM：カナ
マイシン、APM：アプラマイシン、OTC：オキシテトラサイクリン、
BCM：ビコザマイシン、CP：クロラムフェニコール、CL：コリスチン、
NA：ナリジクス酸、ERFX：エンロフロキサシン、 SDMX：スルファジ
メトキシン、TMP：トリメトプリム
＊: CLSIに規定されたブレークポイント



Salmonella Infantisが32株（全てブロイラー由来）で、

約半数を占めていた。

分離された64株の薬剤感受性試験成績を表1に示し

た。供試した15薬剤のうち９薬剤（ABPC、CEZ、CTF、

DSM、KM、OTC、BCM、NA及びTMP）に耐性が認め

られ、その耐性率は3.1～82.8％であった。同一個体か

ら分離されたS. Infantis（２株）が、セフェム系薬剤

（CEZ及びCTF）に対して耐性を示した。フルオロキノ

ロン剤（ERFX）に対しては全て感受性を示した。

（2）カンピロバクター

カンピロバクターは、供試された304検体中51検体

（16.8％）から83株（肥育牛由来４株、肥育豚由来28株、

採卵鶏由来24株及びブロイラー由来27株）が分離され

た。菌種の内訳は、Campylobacter jejuni 40株及びC.

coli 43株であった。肥育牛、採卵鶏及びブロイラーから

は主にC. jejuniが、肥育豚からはC. coliが分離された。

分離された83株の薬剤感受性について、表２に示し

た。供試した９薬剤のうち７薬剤（ABPC、DSM、EM、

OTC、CP、NA及びERFX）に対する耐性株が認められ、

それらの耐性率は7.2～60.2%であった。菌種別の耐性

率は、EMではC. jejuni 0%及びC. coli 34.9%であった。

ERFXではC. jejuni 42.5%及びC. coli 30.2%であった。

C. jejuniにおいてERFXに対する耐性率が昨年に比べて

上昇しているが、調査株数が例年より少ないことが影

響している可能性が考えられた。

（3）腸球菌

腸球菌は、一般腸球菌（Enterococcus spp.）の選択

培地による分離では、供試された272検体中235検体

（86.4%）から421株（肥育牛由来108株、肥育豚由来103

株、採卵鶏由来119株及びブロイラー由来91株）が分離

された。一方、バンコマイシン（VCM）添加培地を用

いた選択分離においては、336検体中１検体（0.3％）

から２株が分離された。

分離された一般腸球菌421株の薬剤感受性試験成績を

表３に示した。調査薬剤のうち10薬剤（DSM、GM、KM、

OTC、EM、LCM、ERFX、CP、AVM及びVCM）に対し

て耐性株が存在し、その耐性率は一般腸球菌で1.4～

54.6％であった。このうち89株（肥育牛由来23株、肥育

豚由来21株、採卵鶏由来19株及びブロイラー由来26株）

がE. faeciumとして分離されたが、VGMに対する低感受

性株は存在しなかった。また、一般腸球菌の選択培地で

分離された菌のうち、採卵鶏から分離された4株がVCM

に対するMIC値が≧32μg/mlであり耐性を示した。この

４株について、菌種及びVCM耐性遺伝子を確認したとこ

ろ、２株がE. faecalisで他の2株がE. gallinarumであり、

いずれも高度耐性を示す遺伝子（vanA及びvanB）を保

有しておらず、自然耐性菌であった。

一方、VCM添加選択培地でブロイラーから分離され

た２株は、VCMに対するMIC値が≧64μg/mlであり耐性

を示した。これらのVCM耐性遺伝子及び菌種同定を実

施した結果、いずれもVCM耐性遺伝子（vanA）を保有

するE. duransであり、VCM高度耐性のVREであった。

（4）大腸菌

大腸菌は、供試された291検体中273検体（93.8％）か

ら、500株（肥育牛由来149株、肥育豚由来126株、採卵

鶏由来120株及びブロイラー由来105株）が分離された。

これらの大腸菌500株の薬剤感受性試験成績を表4に

示した。供試した15薬剤のうち13薬剤（ABPC、CEZ、

CTF、DSM、GM、KM、OTC、BCM、CP、CL、NA、

ERFX 及びTMP）に対する耐性株が存在し、それらの
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表２　カンピロバクターの薬剤感受性試験（平成18年度）

薬剤
Range MIC 50 MIC 90 ブレークポイント

耐性株数
耐性率

(μg/ml) (μg/ml) (μg/ml) (μg/ml) (%)
ABPC ≦0.125-64 4 16 32 6 7.2
DSM 0.5->512 1 >512 32 30 36.1
GM 0.25- 4 0.5 4
OTC ≦0.125->512 32 256 16 50 60.2
CP 0.25-64 4 32 16 14 16.9
EM 0.25->512 2 >512 32 15 18.1
NA 2-256 8 256 32 29 34.9
ERFX ≦0.125-8 ≦0.125 4 2 30 36.1
SDMX 16->512 128 >512

（注）EM:エリスロマイシン

表３　一般腸球菌の薬剤感受性試験
Range MIC50 MIC90 ブレークポイント 耐性菌株数 耐性率

薬剤 (μg/ml) (μg/ml) (μg/ml) (μg/ml) (%)
ABPC ≦0.125-8 0.5 2 16* 0 0.0
DSM 4-≧512 32 ≧512 128 84 19.9
GM 1-64 8 32 32 47 11.1
KM 1-≧512 32 ≧512 128 102 24.1
OTC ≦0.125-≧512 16 256 16* 231 54.6
CP 1-128 8 16 32* 26 6.1
BC 1-≧512 64 ≧512 － － －
EM ≦0.125-≧512 0.5 ≧512 8* 75 17.7
LCM ≦0.125-≧512 16 ≧512 128 88 20.8
ERFX ≦0.125-32 1 2 4 21 5.0
AVM 0.5-≧128 2 8 16 37 8.7
SNM ≦01.25-32 1 2 － － －
VCM 0.25-≧32 1 2 32* 4 1.4
VGM ≦0.125-64 1 4 － － －

(0.25-64) (1) (8) － － －
NHT ≦0.00099-≧32 0.0156 0.0195 － － －

（注）LCM：リンコマイシン、SNM：サリノマイシン、BC：バシトラシ
ン、VGM：バージニアマイシン、VCM：バンコマイシン、AVM：アビラ
マイシン、NHT：ノシヘプタイド
VGM欄の（ ）内の数値は、E.faeciumのみを抽出して集計した場合の数値
＊: CLSIに規定されたブレークポイント



耐性率は0.2～46.6％であった。

４．おわりに

平成11年度の予備調査及びそれ以降に全国の都道府

県の協力により本格的に開始された全国調査第1クール

（平成12～15年度）で集積された各種細菌の薬剤感受性

試験成績等は、畜産分野における年次別及び由来動物

別の耐性菌動向として取りまとめを行い、「動物医薬品

検査所年報（第41号,63-67,2004）」に公表した。現在、

畜産での抗菌性物質の使用状況と分離菌の薬剤感受性

の動向について情報を蓄積しながら、詳細な解析を行

っている。

本稿では、平成18年度に実施した家畜由来細菌の抗

菌性物質感受性試験成績の概要を紹介した。表５には

調査４菌種における主要薬剤、すなわち、β－ラクタ

ム系、アミノグリコシド系、マクロライド系、テトラ

サイクリン系及びキノロン系薬剤に対するそれぞれの

耐性率を比較した成績をまとめた。特に、フルオロキ

ノロン剤に対する耐性株については、これまでの成績

と同様、肥育豚由来株とブロイラー由来株を中心にカ

ンピロバクターと腸球菌、大腸菌分離株の一部で依然

として認められており、今後とも耐性動向を注視しな

ければならない。

また、畜産分野で使用されている抗菌性物質は、内

閣府食品安全委員会により作成された「家畜等への抗

菌性物質の使用により選択される薬剤耐性菌の食品健

康影響に関する評価指針」（平成16年９月）に基づき、

リスク評価が行われている。今後、リスク評価の答申

をふまえて、現状のリスク管理の見直しを含めた検討

が行われていくこととなる。その中で、国内を網羅し

た本調査成績は、リスク評価に資する極めて重要なも

のとなっている。

抗菌性物質は、家畜の感染症の治療（動物用抗菌剤）

や成長促進（抗菌性飼料添加物）を目的に使用されて

いるが、承認又は指定・流通・使用の各段階での様々

な規制は、薬剤耐性菌の出現の抑制につながっている。

抗菌性物質を使用する場合、動物用医薬品については、

抗菌性物質の選択は添付文書等の有用な基本情報（抗

菌スペクトル、薬物動態等）や原因菌の薬剤感受性デ

ータに基づき適正に選択すること、適応症に対応する

用法・用量及び使用上の注意事項等を厳守すること、

並びに抗菌性飼料添加物については、定められた使用

の方法の基準を遵守することが重要である。

今回取りまとめた調査成績については、畜産現場に

おける抗菌性物質の適正な使用の一助として活用して

いただきたい。
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表4 大腸菌の薬剤感受性試験（平成18年度）
薬剤 Range MIC 50 MIC 90 ブレークポイント 耐性株数 耐性率

(μg/ml) (μg/ml) (μg/ml) (μg/ml) (%)
ABPC 0.5->512 4 >512 32* 117 23.4
CEZ 0.25->512 2 4 32* 16 3.2
CTF ≤0.125->512 0.5 1 8 14 2.8
DSM 1->512 4 512 32 158 31.6
GM 0.5-128 1 2 16* 10 2.0
KM 1->512 4 >512 64* 68 13.6
APM 2-64 8 16
OTC 0.5->512 4 512 16 233 46.6
BCM 8->512 32 64 128 9 1.8
CP 1->512 8 16 32* 33 6.6
CL 0.25->128 1 2 16 1 0.2
NA 1->512 4 64 32* 60 12.0
ERFX ≤0.125->64 ≤0.125 0.25 2 14 2.8
SDMX 64->512 >512 >512
TMP ≤0.125->512 0.5 >512 16* 77 15.4

＊:CLSIに規定されたブレークポイント

表５　動物別耐性率の比較
耐性率（％）

サルモネラ カンピロバクター 腸球菌 大腸菌

ABPC 牛 - 0 0 8
豚 22 0 0 25
肉用鶏 9 19 0 44
産卵鶏 25 4 0 23

DSM 牛 - 50 4 16
豚 78 86 33 46
肉用鶏 92 7 31 41
産卵鶏 38 8 15 28

EM 牛 NT 0 NT NT
豚 NT 54 NT NT
肉用鶏 NT 0 NT NT
産卵鶏 NT 0 NT NT

OTC 牛 - 50 28 28
豚 67 86 66 60
肉用鶏 89 74 68 58
産卵鶏 25 17 58 45

NA 牛 - 0 NT 2
豚 0 39 NT 5
肉用鶏 11 63 NT 31
産卵鶏 0 4 NT 16

ERFX 牛 - 0 1 0
豚 0 36 2 1
肉用鶏 0 67 13 9
産卵鶏 0 8 5 3

-：分離株なし
ＮＴ：実施せず
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平成19年度動物用医薬品危機管理対策研修会
検査第二部長　　　　　　 橋美幸
抗生物質製剤検査室長　　石川　整
一般薬検査室長　　　　　遠藤裕子
残留化学検査室長　　　　小池好子

動物用医薬品に係わる危機管理対策の一環として、薬剤耐性菌発現状況検査及び医薬品の検査（品質確保検査）を

全国の都道府県で実施していただいている。これに必要な技術の習得、確認、斉一化等を目的として危機管理対策研

修会を本年も動物医薬品検査所において実施したので報告する。

研修を含めたこれらの事業は、17年度から「食の安

全・安心確保交付金実施要領」（平成17年４月１日付け

16消安第10272号消費安全局長通知）に基づき実施され

ることとなったが、その検査の必要性や実施体制は従

前と何ら変わることはなく、当所は都道府県で実施し

て頂く検査を積極的に支援するために研修事業を実施

している。今年度は、第２調査クールの最終年度であ

る4年度目の薬剤耐性菌発現状況検査と品質確保検査を

全都道府県を対象として実施することとして計画した。

それぞれの研修会は、前者は45都道府県、後者は41都

府県の家畜保健衛生所等の技術者が参加し、それぞれ

前期及び後期に分かれて、当所において前者は３日間、

後者は２日間の日程で行われた。

なお、本年度は試行的に品質確保検査において、全

く初めての研修者を対象に、研修会の前日に事前の基

礎研修を任意参加の個別研修会として企画し、11名が

参加した。

薬剤耐性菌発現状況検査

前期（サルモネラ、大腸菌）

６月５日（火）～７日（木）

後期（腸球菌、カンピロバクター）

６月12日（火）～14日（木）

医薬品の検査

前期（ビタミン剤（水溶性）、合成抗菌剤Ⅰ）

６月20日（水）～21日（木）

後期（肝臓疾患用剤、合成抗菌剤Ⅰ）

６月27日（水）～28日（木）

個別研修　前期：６月19日（火）

後期：６月26日（火）

４回の研修会とも無事に終了し、十分な成果を上げ

たものと確信するところである。また、来年度以降も

各都道府県のこの検査事業への積極的な参加を期待す

るとともに、当所もさらに効率的で有意義な研修のあ

り方について検討していきたい。特に、品質確保検査

の個別研修の成果は、初めて検査を行う研修者にも取

り組み易い研修会とするための参考としたい。なお、

薬剤耐性菌発現状況検査については、来年度以降も全

国規模で継続して実施することを既にお示ししている

ところであるが、実施方法の詳細については、規模を

縮小する方向で現在検討中である。

（1）薬剤耐性菌の発現状況検査研修会

①講義等

ア．事業の概要説明（畜水産安全管理課薬事審査管理

班課長補佐）

「食の安全・安心確保交付金実施要領」（平成17年

４月１日付け16消安第10272号）及び「平成19年度動

物用医薬品の危機管理について」(平成19年３月28日

付け消費・安全局畜水産安全管理課薬事審査第二班

長事務連絡)に沿って本事業についての解説及び本研

修会開催の主旨について説明があり、全国レベルで

の継続的な耐性菌の動向監視について、各都道府県

に協力の要請がなされた。

イ．JVARM平成18年度調査成績と今後の展開（抗生物

質製剤検査室長）

JVARM事業第２クール３年目にあたる平成18年度

において分離収集された、健康家畜の糞便由来サル

モネラ、カンピロバクター、腸球菌及び大腸菌の総

計1068株についての薬剤感受性成績及び性状解析成

績等を中心に概説した。

ウ．飼料添加物関係薬剤耐性菌実態調査（農林水産消

費安全技術センター　會田紀雄）

飼料添加物専用抗生物質について、近年の給与状

況と薬剤耐性菌の出現状況の比較解析等を中心に概
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説した。

エ．外部講師－「薬剤耐性菌の現状と対策－βラクタ

ム系薬およびフルオロキノロン系薬を中心に－」（東

邦大学医学部　石井良和）

抗生物質発見と臨床応用並びに耐性菌出現の歴史、

耐性獲得のメカニズム、ヒトと動物（家畜）で共通

する病原細菌の薬剤耐性の現状などについての講演

が行われた。

オ．情報提供

ａ.「家畜における抗菌剤の使用と薬剤耐性」（抗生

物質製剤検査室　浅井鉄夫）

薬剤耐性菌をめぐる最近の国際動向及び抗菌剤

の使用と耐性菌の分布について概説した。

ｂ.「輸入乾牧草に起因すると考えられる家畜中毒事

故」（農林水産消費安全技術センター　浅木仁志）

フェスク、ライグラス摂取に起因するエンドフ

ァイト中毒の原因物質と考えられているエルゴバ

リン及びロリトレムＢについて、分析法及び分析

結果、中毒症状などを概説した。

②試験実習の概要

調査対象菌種毎に本調査事業の遂行に必要な技術・

試験手順等を記載したテキストを配布し、テキストに

沿ってCLSI（NCCLS）寒天平板希釈法による薬剤感受

性試験、対象菌種毎に分離選択培養、生化学的性状検

査、簡易同定キットによる菌種同定、分離菌株の保存

などについての試験実習を行った。

③調査事業の実施及び調査成績の報告等

調査成績の報告は、各担当菌種毎に、データを添付

して所定の報告様式により行う。なお、送付された成

績については当所と農林水産消費安全技術センターに

おいてとりまとめを行い、公表していく。

（2）品質確保検査研修会

①講義等

ア．事業の概要説明（畜水産安全管理課薬事監視指導

班長）

本研修会の開催に先立って、「食の安全・安心確保

交付金実施要領」及び「事業メニューの実施に当た

ってのガイドライン」並びに「平成19年度動物用医

薬品の危機管理について」の内容について説明し、

動物用医薬品の品質確保における各都道府県におけ

る品質検査の重要性を十分に理解し、本事業に取り

組んでいただきたい旨の説明がなされた。

イ．品質確保検査に必要な日本薬局方について（一般

薬検査室長）

動物用医薬品の品質確保検査を適正に行うために

は、殆どの検査法において試験法が準用されている

日本薬局方について理解する必要があるため、最初

に日本薬局方の概要（法的位置付け、歴史、役割、

活用、構成）について説明した上で、検査の実施に

当たって必要な通則の項目について、実際の検査に

おける例を示しながら説明した。

ウ．高速液体クロマトグラフィーの基礎（残留化学検

査室長）

高速液体クロマトグラフィー（HPLC法)の装置の

概要及び良好なクロマトグラムの分離ピークを得る

ためのパラメーターと良好な分離のためのHPLC条件

における改良点について解説した。HPLCにあまり慣

れていない研修生が多いようであったので、分かり

易い例を示して説明を行った。HPLCにおいて特に分

離に影響を与える条件は、移動相の条件であるので、

移動相の検討は重要であることを述べた。

実習風景（MICの測定）

関谷薬事監視指導班長の講義
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②試験実習の概要

一般薬検査室では、前期は水溶性ビタミン剤につい

て、パンテチンを含有する製剤の定量法（HPLC法）、

塩酸フルスルチアミンを含有する製剤の定量法（HPLC

法）及びリン酸リボフラビンを含有する製剤の定量法

（紫外可視吸光度測定法）に関する講義及び当所で準備

した製剤を用いて実習を行った。後期は、肝臓疾患用

剤・解毒剤・アレルギー用剤について、ＤＬ－メチオ

ニンを含有する2製剤の定量法（酸化還元滴定法、紫外

可視吸光度測定法）及びアミノエチルスルホン酸を含

有する製剤の定量法（中和滴定法）に関して講義及び

実習を行った。

残留化学検査室では、合成抗菌剤I（チアンフェニコ

ール、オキソリン酸及びナリジクス酸を含有する製剤）

について講義及び実習を行った。HPLC法及び滴定法に

関する原理等の説明、各種操作の留意点の説明の後、

当所で準備した製剤を用いて、チアンフェニコール剤

はHPLC法で、また、オキソリン酸製剤は吸光度法で分

析を行い、結果判定までの一連の操作の実習を行った。

また、オキソリン酸標準品の純度測定のための電位差

滴定法の実習も行った。

（3）品質確保検査個別研修会

①講義等

ア．製剤分析に係る基礎知識

安全に試験を行うための基本的注意、廃棄物の取

り扱い、製剤の規格、用語の説明を行った。

イ．製剤分析に係る実験準備

器具（測容器）、機器（分光光度計、HPLC）の説

明を行った。

ウ．製剤分析に係る実験器具・HPLC等の取り扱い

試料の採取から測定・使用した器具の洗浄に至る

検査の流れの説明を行った。

②試験実習の概要

酢酸dl－α－トコフェロールを含む製剤の定量法

（HPLC法）及び有効ヨウ素を含む製剤の定量法（酸化

還元滴定法）についての講義及び当所で準備した製剤

を用いた実習を行った。特に、ピペット、ビュレット、

メスフラスコ等の器具及びHPLCの取り扱い方法につい

て時間をかけて基礎的な技術の習得を図った。

このような基礎的な研修は、引き続き行われた本研

修の受講に大変役立ったと参加者から好評であった。

実習風景（一般薬検査室） 実習風景（残留化学検査室）
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最近の豚丹毒の発生動向をみると、関節炎を主体と

する慢性型症例が多く、豚丹毒はと畜検査で全廃棄処

分となる主要な原因となっている。2004年度では、全

部廃棄頭数の中で豚丹毒を原因としたものの占有率は

8.1％であり、豚の細菌病の中で圧倒的な第一位である。

と畜検査で関節炎型豚丹毒を疑った場合、他の原因に

よるものと肉眼的に鑑別することは容易ではなく、そ

の診断は病変部関節の細菌学的検査に準じて行われて

きた。しかし、この分離培養法では、豚丹毒菌の最終

的な同定には少なくとも1週間程度を要し、食品衛生上

の観点等から、その診断法の迅速化が求められている。

そこで、16S-rRNA遺伝子の塩基配列を利用した豚丹毒

菌（Erysipelothrix属）特異的なPCR法を関節炎型豚丹

毒の診断に応用し、罹患豚の関節液から本菌を迅速に

検出することを試みた。

関節液を被検材料としたDNAの抽出法の基礎的検討

では、DNA Extractor WB Kit法が最も検出感度が高く、

約10１CFU／0.1ml関節液の菌数まで検出可能であった。

血清型1a型、1b型又は２型の豚丹毒菌を実験的に感染

させた豚の関節液からの菌検出に本法を応用した結果、

関節炎発症豚及び菌培養陽性豚のみがPCR陽性となっ

た。実際のと畜検査で摘発された関節炎罹患豚の関節

液においては、菌培養陽性38例中36例（94.7％）が

PCR陽性であった。実験感染豚及びと畜検査で摘発さ

れた関節炎罹患豚の関節液中には、その0.1ml中に生菌

数として10０～10２CFU程度しか存在しておらず、今回

確立した試験法の検出感度の意義は極めて大きい。と

畜検査時の培養法では陽性であったにも係わらず、2例

がPCR陰性であった理由としては、これらの関節液

0.1ml中の生菌数が１CFU以下と極めて少なかったこと

が推察された。また、関節病変があるものの、関節液

からは増菌培養でも全く菌が分離されなかった35例で

は、19例（54.3％）がPCR陽性であった。これら19例

の関節液には、豚丹毒菌が損傷菌等の状態で存在して

いた可能性が考えられる。慢性関節炎型豚丹毒に罹患

した豚の関節液には、炎症反応に関わる種々な免疫物

質が含まれており、それらが菌に対するストレス因子

として働き、菌の損傷化が起こっているのかもしれな

い。

以上、本PCR法は現行診断法である培養法との一致

率が高く、さらに関節液中の少量の菌を直接、短時間

に検出できることから、と畜検査における関節炎型豚

丹毒の診断のためのスクリーニング法として有用であ

り、と場豚の保留期間の短縮化にも貢献できる可能性

が示唆された。

（獣医畜産新報60(4), 311-317, 2007）

調査�
    研究� 調査研究紹介
PCR法による関節炎型豚丹毒罹患豚の関節液からの豚丹毒菌の迅速検出

○高橋敏雄、高木　裕１）、新田早人現２）、山本欣也現３）、中村政幸４）、牧野壮一５）

（動物医薬品検査所、１）東京都芝浦食肉衛生検査所八王子支所、２）仙台市泉区保健福祉センター、
３）農林水産省消費・安全局、４）北里大学、５）帯広畜産大学）
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ピリプロールを含有し、滴下して用いる犬用の外用

剤が承認されたので、その概要を紹介する。

新有効成分であるピリプロールは、農薬や動物用医

薬品において殺虫剤として使用されているフェニルピ

ラゾール系に分類される薬剤であり、ノミ及びマダニ

に対する駆除効果を有する。

１．成分及び分量

100mL中　ピリプロール12.5ｇを含有する。

２．用法及び用量

3ヵ月齢及び体重２kg以上の犬に、体重１kg当たり

ピリプロール12.5mgを基準量として、肩甲骨間背部の

被毛を分け、皮膚上に直接次の投与量を滴下する。

３．効能又は効果

犬：ノミ及びマダニの駆除

４．特筆すべき使用上の注意

・犬以外の動物には使用しないこと。特に猫及びうさ

ぎには使用しないこと。

・本剤は３ヵ月齢未満の子犬、体重２kg未満の小型犬、

病中、回復期の犬並びに産前・産後の犬には投与し

ないこと。

・動物が舐めた場合、一過性の流涎が見られることが

ある。そのため、滴下部位を他の動物が舐めないよ

うに注意すること。

・本剤の適用部位に一過性の皮膚反応（被毛の脱色、

脱毛及び掻痒）が起こることがある。

・本剤は１回投与すると通常ノミ及びマダニに対し６

週間駆除効果が持続する。

・投与８時間後の水浴または投与１日後のシャンプー

は、本剤の効果に影響を及ぼすことはない。

・犬に本剤を月１回６ヵ月間局所反復投与した安全性

試験において、高用量投与群で一部の動物に運動失

調、ふらつき等の一過性の神経症状並びに粘膜蒼白

が認められた。

（薬剤作用検査室長　永井英貴）

新薬紹介
ピリプロールを含有する犬用の滴下剤

（平成19年5月18日承認）

猫免疫不全ウイルス感染症は、レトロウイルス科レ

ンチウイルス属のFeline immunodeficiency virus

（FIV)の感染による猫の疾病で、主に咬傷により水平感

染で伝播する。感染後に無症状キャリアーとなり、一

部の猫は数ヵ月から数年後に後天性免疫不全症候群

（AIDS）を発病し死亡する。FIVにはA～Eの５つのサ

ブタイプがあり、日本国内の感染率は数％～十数％で

サブタイプBが主体と報告されている。本症に対する

ワクチンは海外では2002年以降に、米国、オーストラ

リア等で承認されされていたが、今般国内で初めて輸

入製剤が承認されたので、その概要を以下に紹介する。

１．成分及び分量

本ワクチンは猫リンパ球継代細胞持続感染猫免疫不

全ウイルスであるペタルマ株（サブタイプA)と静岡株

（サブタイプD）を抗原成分するものであり、ホルマリ

ンで不活化し、エチレン－無水マレイン酸コポリマー

等の3種類のアジュバントを添加したワクチンである。

２．用法及び用量

８週齢以上の猫に1mLを２～３週間隔で３回皮下注

猫免疫不全ウイルス感染症（アジュバント加）不活加ワクチン

（平成19年6月20日承認）

体重 用量

2kg以上4.5kg未満 0.45mLピペット１個全量

4.5kg以上11kg未満 1.1 mLピペット１個全量

11kg以上 22kg未満 2.2 mLピペット１個全量

22kg以上 50kg未満 5.0 mLピペット１個全量

50kg以上 ピリプロール12.5mg/kgを基

準量とした適切なピペットの

組み合わせ
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ジノテフラン及びピリプロキシフェンを含有し、滴

下して用いる猫用の外用剤が承認されたので、その概

要を紹介する。

新有効成分であるジノテフランは、ネオニコチノイ

ド系の薬剤であり、ノミに対して高い殺虫効果を有す

る。我が国においては、平成14年に農薬登録され、農

業として害虫駆除に使用されている。

また、ピリプロキシフェンは、IGR（昆虫成長制御

剤）の一種であり、昆虫の成長を支配する幼若ホルモ

ンと同じ作用を有し、昆虫の体内ホルモンバランスを

崩して成長を阻害するものである。平成２年に蚊・ハ

エ幼虫駆除用の顆粒剤が動物用医薬品として承認され

て以来、これを用いた動物用の医薬品又は医薬部外品

が多数承認され、使用されている。

本剤はこれらの成分を有効成分とする配合剤であり、

ノミの駆除、並びにノミの卵の孵化阻害及び幼虫の脱

皮阻害によるノミ成虫の寄生予防を同時に行うことが

できるものである。

１．成分及び分量

1mL中　ジノテフラン100mg及びピリプロキシフェ

ン40mgを含有する。

２．用法及び用量

猫の頚背部の被毛をかき分け、1mL入りピペット1本

全量を皮膚へ直接滴下する。

３．効能又は効果

猫に寄生するノミの駆除。ノミの卵の孵化阻害及び

幼虫の脱皮阻害によるノミ成虫の寄生予防。

４．特筆すべき使用上の注意

・本剤は、30日齢以上の子猫に対してしか安全性が確

認されていないため、30日齢未満の子猫へは投与し

ないこと。

・本剤は、妊娠中及び授乳中の母猫には投与しないこ

と。

・本剤投与後約１ヵ月間はシャンプーを控えること。

・本剤の投与により、まれに嘔吐、下痢が現れること

がある。

・猫が投与直後に投与部位を舐めた場合、流涎、嘔吐

並びに食欲不振を引き起こすことがあるので、本剤

投与直後に投与部位を舐めないよう注意すること。

・ノミの発生状況により異なるが、本剤は１回投与す

るとノミの成虫を４週間駆除し、ノミの卵の孵化を4

週間以上阻害する。

（薬剤作用検査室長　永井英貴）

ジノテフラン及びピリプロキシフェンを含有する猫用の滴下剤

（平成19年８月１日承認）

射し、免疫持続を目的とした追加接種は１年以上の間

隔をあけて1mLを１回皮下注射する。

３．効能又は効果

猫免疫不全ウイルスの持続感染の予防

４．特筆すべき使用上の注意

・本剤の注射前には健康状態について検査し、重大な

異常を認めた場合は注射しないこと。また、交配後

間もないもの、分娩間際又は分娩直後などの場合に

は注射適否の判断を慎重に行うこと。

・猫において不活化ワクチン接種により、注射後3ヵ月

～2年の間にまれに繊維肉腫等の肉腫が発生し、同一

部位へ反復注射することにより、発生率が高まると

の報告があるので、ワクチン注射歴のある部位への

注射はさけること。

・注射針は原則として1頭ごとに取り替え、注射部位は

厳守すること。

・本剤注射後、注射部位に腫脹、硬結が持続的に認め

られる場合や副反応が認められた場合は、速やかに

獣医師の診察を受けること。

（ウイルス製剤検査室長　衛藤真理子）
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検査室便り

＜検査第一部応用微生物検査室＞

検査第一部応用微生物検査室の前身は、鶏病関

係製剤が増加してきた昭和53年に鶏病製剤検査室

が所掌していた検定対象製剤のうち、亜急性又は

慢性型疾病ワクチンに位置付けられるマレック病

（ＭＤ）生ワクチン等を検査する新たな部署として

発足した鶏病製剤第２検査室です。鶏病製剤検査

室は、その後、検査室名変更までの約28年間にわ

たり、主に急性の鶏病疾病用製剤を担当する鶏病

製剤第１検査室と協力しながら、新たに開発承認

されたマイコプラズマ・ガリセプチカム感染症

（MG）ワクチン、鶏伝染性ファブリキウス嚢病

（IBD）ワクチン等を含む鶏病用ワクチン及び診断

液の検定・検査を実施してきました。

10余年前から輸入製剤や各種鶏病混合製剤の承

認申請が増加する傾向にある一方で、病原性状の

異なる野外株の検出や新たなワクチン免疫法とし

ての卵内接種法を応用した新規製剤の拡大等に対

応する調査研究も求められてきました。

また、近年、有効で安全な製品の開発と製造の

効率化の観点から、遺伝子組換え技術を応用した

製剤開発が活発化する中、先端技術を利用した動

物用医薬品の検定・検査が大幅に増加することが

見込まれています。特に鶏病製剤については、先

端技術を利用したワクチン開発の動きが国内外で

進展しており、組換えMDワクチン等の検査件数の

増大も予測されます。

これらの先端技術を利用したワクチン等の承認

審査及び検定・検査を的確に実施していくために

は、より一層専門的な知見、技術が必要となるこ

とから、技術革新の急速なこれら製剤等の検査・

調査体制を集約し、対応する目的で平成18年４月

に応用微生物検査室が、設置されました。

しかし、遺伝子組換え等の応用技術を駆使した

製剤は、国際間で批准された議定書を踏まえて制

定された遺伝子組み換え生物等の使用等の規制に

よる生物の多様性の確保に関する法律、いわゆる

カルタヘナ法に基づいた開発時の作業環境整備及

び限定的な野外試験等を行う必要があるほか、対

応する１種及び２種確認申請等の審査基準を策定

し、審査する必要があります。

不活化又は抽出タンパク等を構成成分とする組

換え技術応用による製剤開発は着実に促進されま

したが、１種に係る製剤は今日まで我が国では承

認されておりません。

当室の現在の具体的な業務内訳としては、ＭＤ

の他、鶏痘、IBD、鶏脳脊髄炎、産卵低下症候群-

1976、トリレオウイルス感染症、ＭＧ、マイコプ

ラズマ・シノビエ感染症のワクチンの国家検定の

他、これらに関わる依頼試験、収去検査、調査研

究、技術研修等を行っています。

検査の対象となる生ワクチン株が各動物試験に

影響しないように一層の注意と慎重な取り扱いが

必要とされております。そのため、試験用鶏舎を4

カ所に使い分け、アイソレーター（隔離飼育装置）

内試験が検査の中心であることからそれぞれの鶏

舎担当の飼育管理者等との連携やコミュニケーシ

ョンが一層重要な検査室であることも特筆できる

ものと思います。

調査・研究では、未だに動物を用いてウイルス

含有量試験を行っているＡＥワクチンについては、

培養細胞による代替試験法を確立するため、当該

試験に必要となるモノクローナル抗体の作製を行

っています。また、各種生ワクチン株と野外株と

の識別マーカーの有用性を検証するための遺伝子

解析等の研究にも取り組んでいます。

（応用微生物検査室長　荒尾　恵）



12

業務紹介
◎平成18年度国家検定結果

動物用医薬品のうち、生物学的製剤（血清、ワクチ

ン及び診断液）が、国家検定の対象となっています。

今般、平成18年度に受け付けた検定がすべて終了した

ので、その概要等をお知らせします。

１　検定件数

18年度には717件（血清３件、ワクチン610件、診断

液104件）の申請を受け付けました。前年度と比較する

と血清が１件増加しましたが、ワクチンで70件、診断

液で31件減少しています（表参照）。

件数が前年度より５件以上減少したワクチンは、豚

又は鶏用のマイコプラズマ・ハイオニューモニエ感染

症（油性アジュバント加）不活化ワクチン、豚アクチ

ノバシラス・プルロニューモニエ感染症（１型部分精

製・２型毒素・５型毒素）（酢酸トコフェロールアジュ

バント加）不活化ワクチン、豚丹毒生ワクチン及び鶏

伝染性気管支炎生ワクチンなどでした。また、体外診

断液の一部が検定対象から除外され（後述）、これに伴

い件数が減少しました。

一方、件数が増加したものは、豚オーエスキー病（g

Ⅰ-, tk-）生ワクチン（７件増）、狂犬病組織培養不活化

ワクチン（５件増）などでした。狂犬病ワクチンの増

加は、18年11月にフィリピンからの帰国者（２名）が

発病・死亡したことから、我が国の狂犬病予防対策の

強化に対応したものです。

２　検定結果及びその対応

717件について検査した結果、711件が合格しました。

しかし、不合格が４件、検定中止が２件あり、前年よ

り増加しました。不合格の理由及び該当製剤は、力価

試験が３件（マイコプラズマ・ガリセプチカム感染症

（油性アジュバント加）不活化ワクチン、牛白血病診断

用受身赤血球凝集反応抗原及びオーエスキー病診断用

ラテックス凝集反応抗原）、毒性限度確認試験が１件

（牛クロストリジウム感染症５種混合（アジュバント加）

トキソイド）でした。また、中止したものは、検定申

請後に自家試験の不備が確認されたマイコプラズマ・

ハイオニューモニエ感染症関係の不活化ワクチン（２

件）でした。

これらの不合格、検定中止となった製剤については、

その原因究明を指示し、回答を求めるとともに、再発

防止措置に関する助言指導を行っています。

３　新たに検定基準を制定した製剤

次の５種類の製剤が、動物用生物学的製剤基準の医

薬品各条に追加されました。

①ウエストナイルウイルス感染症の不活化ワクチン

②鶏オルニソバクテリウム・ライノトラケアレ感染症

の不活化ワクチン

③ヒストフィルス・ソムニ（ヘモフィルス・ソムナス）

感染症・パスツレラ・ムルトシダ感染症・マンヘミ

ア・ヘモリチカ感染症の混合不活化ワクチン

④豚パルボウイルス感染症・豚丹毒・豚レプトスピラ

病の混合不活化ワクチン

⑤牛海綿状脳症診断用酵素抗体反応キット（ワンポッ

ト前処理法）

４　検定業務の見直し

検定業務を逐次見直しており、12年度以降、生ワク

チン製剤の製造用株の基準を明確にし、これに適合す

る製造用株から製造される製剤については、力価試験

を削除してきました。18年度に①牛伝染性鼻気管炎・

牛ウイルス性下痢－粘膜病・牛パラインフルエンザ・

牛アデノウイルス感染症混合生ワクチン及び②豚流行

性生ワクチンについて本措置を講じ、通算で41製剤に

ついて適用されています。

また、平成18年８月から家畜伝染病予防法に規定さ

れる家畜伝染病及び届出伝染病の確定診断等に用いる

抗原検出用体外診断液以外の抗原検出用体外診断液20

製剤を検定対象から除外しました（詳細は、動薬検ニ

ュースNo.273, 2006.10.6を参照）。

（企画連絡室企画調整課長　齋藤明人）

表　検定件数及び不合格・中止件数の推移

16年度 17年度 18年度

検定件数 809 817 717

うち血清 4 2 3

ワクチン 666 680 610

診断液 139 135 104

不合格件数 2 2 4

中止件数 1 0 2
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◎平成18年度収去検査結果（その２）

動物用医薬品及び動物用医薬部外品の流通・使用段階における品質確保及び不良な製品の排除を図るため、薬事法

第69条第３項の規定に基づき、国又は都道府県の薬事監視員が平成18年度に収去した製品の品質確認検査の結果を本

ニュースNo.276（2007,4,1）に引き続き掲載します。

収去場所 製造販売業者 製剤名 製造番号 判定年月日 結果
不合格の理由

改善を指導した内容

滋賀県 あすか製薬株式会社 動物用エンドコール散 W238 H19.3.13 合格
栃木県 栄研化学株式会社 トキソチェック－ＭＴ 69003 H19.9.11 要指導 被包の表示及び添付

‘栄研’ 文書の記載整備
岡山県 エコファーマ株式会社 タナメックス　スキンオン EM9/4 H19.1.17 要指導 添付文書の記載整備
埼玉県 エコファーマ株式会社 タナメックス注 Z001 H19.9.11 要指導 外箱の表示の記載整備
埼玉県 株式会社　科学飼料研究所 メイロング液 64A01G H19.3.13 合格
埼玉県 株式会社　キリカン洋行 パナログ軟膏 1284219JAN08 H19.3.13 合格
広島県 株式会社　シーエーエフ CAF-IB エリーザ IB-54 H19.6.11 合格

ラボラトリーズ
岡山県 株式会社　ビルバックジャパン ビルバメック　プアオン 54103 H19.1.17 要指導 外箱の表示及び添付

文書の記載整備
滋賀県 川崎三鷹製薬株式会社 動物用ガストリン 403201 H19.3.20 合格
三重県 川崎三鷹製薬株式会社 マスジェット MSJ5003 H19.8.20 合格
埼玉県 社団法人　北里研究所 ブルセラ・カニス凝集 42 H19.6.11 合格

反応用菌液
埼玉県 第一ファインケミカル株式会社 動物用ウェルメイト錠50 WLBSDD01501 H19.2.28 合格
新潟県 大洋薬品工業株式会社 動物用ウェルメイトＬ３ WELML3 007 H19.3.13 合格
三重県 東亜薬品工業株式会社 ビオペア 5486 H19.3.1 合格
岩手県 ナガセ医薬品株式会社 プリンペラン筋注用 4Z1701 H18.12.18 要指導 添付文書の記載整備
埼玉県 日本全薬工業株式会社 乾乳用軟膏Ａ 6117 H19.3.20 合格
岩手県 日本全薬工業株式会社 ガスナインＳ 601310 H18.12.25 要指導 添付文書の記載整備
岩手県 日本全薬工業株式会社 整腸散ＮＺ 604280 H18.12.25 要指導 添付文書の記載整備
岩手県 日本全薬工業株式会社 ボビノン 603142 H19.1.17 要指導 添付文書の記載整備
和歌山県 バイエルメディカル株式会社 ハダクリーン 006FCB H19.2.28 合格
和歌山県 フジタ製薬株式会社 イベルメクチン 100268 H19.5.7 要指導 直接の容器の表示の

散0.6％「フジタ」 記載整備
和歌山県 フジタ製薬株式会社 ガーディアンＬ 110627 H19.3.20 合格
滋賀県 フジタ製薬株式会社 ブロトール 100568 H19.5.7 要指導 外箱の表示及び添付

文書の記載整備
和歌山県 文永堂製薬株式会社 ウルソデオキシコール 36096 H19.5.7 要指導 規格及び検査方法の不備

散「文永堂」 （確認試験の方法の不
備、及び定量方法の
記載整備）

滋賀県 文永堂製薬株式会社 ネオトルラー80 34035 H19.5.1 不合格 定量試験が規格外
滋賀県 明治製菓株式会社 マイシリンゾル明治 MSPMDD305 H19.4.10 合格
新潟県 メリアル・ジャパン株式会社 アイボメック　プレ NA28730 H19.5.7 要指導 直接の容器の表示の

ミックス　0.6％ 記載整備
兵庫県 メリアル・ジャパン株式会社 カルドメックチュアブル SBD0020 H19.3.20 合格

P136
新潟県 メリアル・ジャパン株式会社 カルドメックチュアブル SBD0080 H19.3.20 合格

P68
東京都 メリアル・ジャパン株式会社 フロントライン　プラス B11850AI H19.4.3 合格

キャット
東京都 メリアル・ジャパン株式会社 フロントライン　プラス B45652BI H19.4.3 合格

ドッグ
埼玉県 理研畜産化薬株式会社 ベルパリン注 YBP18 H19.5.7 要指導 外箱、直接の容器の表示

及び添付文書の記載整備
埼玉県 理研畜産化薬株式会社 ホーミングDX RD18 H19.3.13 合格

＊掲載順：50音順
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19. 7. 6 鶏病研究会平成19年度第1回専門委員会出席 東京八重洲ホール

7. 10 動物用ワクチンシードガイドライン作成委員会出席 東京薬業厚生年金基金会館

7. 13 ウエストナイルウイルス感染症防疫技術検討会出席 イイノビル第4会議室

7. 18 薬事・食品衛生審議会薬事分科会動物用抗菌性物質製剤調査会開催 当　　　所

7. 18 山田審議官（兼消費・安全局）来訪 当　　　所

7. 19 動物用ワクチンシードロット開発検討委員会出席 東京薬業厚生年金基金会館

7. 19 家畜共済抗菌剤使用指針改訂検討委員会出席 三番町共用会議室

7. 20 第529回技談会開催(演題及び発表者） 当　　　所

1．感染症法に基づく特定病原体等の管理規制について（遠藤秀紀）

2．平成20年度予算及び組織定員要求の概要について（遠藤秀紀）

3．フルオロキノロン剤の販売量の動向について（浅井鉄夫）

4．VICH対象動物安全性試験（TAS）第9回作業部会の概要について（木島まゆみ）

7. 25 薬事・食品衛生審議会薬事分科会動物用生物学的製剤調査会開催 当　　　所

7. 27 薬事・食品衛生審議会薬事分科会動物用医薬品再評価調査会開催 当　　　所

7. 31 薬事・食品衛生審議会薬事分科会動物用一般医薬品調査会開催 当　　　所

7. 31 鶏インフルエンザ実践調査研究委員会出席 東京薬業厚生年金基金会館

8. 1 薬事・食品衛生審議会薬事分科会水産用医薬品調査会出席 本　　　省

8. 1 第28回飼料の安全性に関する検討会出席 （独）農林水産消費安全

技術センター

8. 2 動物用医薬品残留ポジティブリスト制導入周知啓発事業推進委員会出席 東京薬業厚生年金基金会館

8. 6 平成19年度第2回GLPに関する各省庁連絡会議出席 厚生労働省

8. 8 ～ 9 平成19年度北海道・東北ブロック家畜衛生主任者会議出席 北海道庁赤れんが庁舎

8. 16 薬事・食品衛生審議会薬事分科会動物用医薬品残留問題調査会開催 当　　　所

8. 23 子ども見学デー開催 当　　　所

主 な 行 事

月　　日 行　　　　　　　　　　事 場　　　　所
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月　　日 行　　　　　　　　　　事 場　　　　所

8. 24 第530回技談会開催（演題及び発表者） 当　　　所

1．豚丹毒生ワクチン株由来を疑われた野外分離株等の性状解析（高橋敏雄）

2．国際標準NCCLS-寒天平板希釈法を用いた関節炎型豚丹毒罹患豚由来豚丹毒菌

（2003-2005年分離株）の広範な抗菌薬に対する感受性（梅野杏奴）

3．病性鑑定材料由来Streptococcus suisの血清型、薬剤感受性及び病原性関連遺

伝子の保有状況（鈴木 子）

4．化学合成アプタマービーズによるプリオン蛋白質の超高感度検出（能田健）

5．ブリ抗体の精製とブリ抗体に対するモノクローナル抗体の作成（野牛一弘）

6．類結節症菌（Photobacterium damselae subsp.piscicida）国内分離株のパル

スフィールドゲル電気泳動法を用いた遺伝子型別及び薬剤耐性遺伝子に関する

検討（木島まゆみ）

7．国内で分離された4-91タイプの鶏伝染性気管支炎ウイルスの性状確認（嶋崎洋子）

8．豚から分離されたStreptococcus suisのマクロライド耐性機構の検討（浅井鉄夫）

9．鶏大腸菌症由来大腸菌におけるフルオロキノロン耐性と血清型の関係（小澤真

名緒）

8. 24 平成19年度第1回動物医薬品検査所特別講演会開催 当　　　所

医薬品相互作用と安全性について（厚生労働省国立医薬品食品衛生研究所　齋藤

充生主任研究官）

人事異動

19. 7. 1 配　置　換 技 山本　欣也 消費・安全局畜水産安全管理課動物医薬品安全専門官（企画連絡室

動物用医薬品審査官）

採　　　用 技 高木　昌美 企画連絡室動物用医薬品専門官兼動物検疫所精密検査部危険度分析課

命　併　任 （（独）農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究所企画管理部付）

昇　　　任 事 齋藤美智子 庶務課庶務係長（庶務課）

7. 13 配　置　換 技 大石　弘司 消費・安全局畜水産安全管理課課長補佐（総括）（企画連絡室長）

8. 1 配　置　換 事 金子　秀夫 動物検疫所総務部庶務課長（庶務課長）

採　　　用 事 畠山　強輔 庶務課長（（独）家畜改良センター十勝牧場総務課長）

月　　日 異動内容 官職 氏　　名 摘　　　　　　　　　　要

人 の 動 き
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本号を手にする頃は、記録的な猛暑の記憶も薄れ、

秋の盛りを迎えているであろう。

本年４月に本省から移管した動物用医薬品等の承認

審査及びその関連業務も半年が経過し、ようやく地に

足が着いて来た。厳しい財政事情下で、審査事務室の

設置及び審議会を開催するために既存施設を急遽改修

したものの、申請者や相談者の控え室が確保できず、

通路で待機して頂く等のご不便をおかけしていること

が心苦しい。

さて、８月に36年ぶりに馬インフルエンザの感染馬

が確認され、各地の競馬開催が一時中止される事態と

なった。現在の馬インフルエンザ不活化ワクチンの予

防効果は比較的高いようであるが、その限界を知ると

ともに、弛まぬ製剤改良や迅速・高精度な診断法の開

発の必要性を改めて感じた。

また、さる９月11日に豚コレラ清浄化記念大会が都

心で開催された。本病の清浄化のために我が国で開発

されたGPE－株生ワクチン及び各種診断方法と官民一

体となった防疫対策が大きく貢献してきた。

一口にワクチンといってもその効果は、感染予防、

発症予防、症状の軽減、産卵率・増体率低下の軽減等

といった程度の違いがあり、豚コレラ生ワクチンは優

等生の筆頭であろう。しかし、ワクチンに頼る限り、

病気との共存状態から抜け出せないことから、本病の

清浄化のためのワクチン接種中止は、大きな決断であ

った。

当所は、レギュラトリーサイエンスを支えるために

動物用医薬品の安全性確保等に必要な種々の業務を実

施し、我が国における家畜防疫対策、畜水産物中の医

薬品残留防止対策等の動物衛生・薬事に関する行政事

務の技術的部分を担っており、医薬品等に関する情報

の収集、整理、提供や新技術への素早い対応が求めら

れている。

引き続き、所員が一丸となって検査・審査技術の向

上に努め、品質、有効性及び安全性に優れた医薬品等

の速やかな市場への提供に寄与していきたい。

見学者

19. 7. 5 東京農工大農学部獣医学科（９名） 引率：森山浩光非常勤講師

19. 8. 31 平成19年度病性鑑定特殊講習会受講者（９名） 引率：（独）農業・食品産業技術総合

研究機構動物衛生研究所職員

月　　日 所　　　　　　　　　　属 摘　　　　　　　要

所員研修

19. 7.  2～ 6 技 齋藤　明人 ＪＳＴ基本コース研修 国家公務員研修センター

19. 7.17～31 技 笛吹　達史 内在性レトロウイルス検出法に関する技術の修得 京都大学ウイルス研究所新興

ウイルス感染症研究センター

19.7.30～8.3 技 小島　明美 平成19年度管理監督者研修 農林水産研修所

19. 8.30～31 技 齋藤　明人 平成19年度評価・監査中央セミナー 中央合同庁舎第２号館講

月　　日 官職 氏　　名 研修内容 研修場所


